
一般会計

1.総括

①歳入決算額 (単位：千円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 村 税 770,173 16.4 754,826 16.1 △ 15,347 △ 2.0

2 地 方 譲 与 税 102,397 2.2 98,542 2.1 △ 3,855 △ 3.8

3 利 子 割 交 付 金 2,328 0.0 2,520 0.1 192 8.2

4 配 当 割 交 付 金 1,927 0.0 699 0.0 △ 1,228 △ 63.7

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 1,023 0.0 197 0.0 △ 826 △ 80.7

6 地 方 消 費 税 交 付 金 60,493 1.3 54,545 1.2 △ 5,948 △ 9.8

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 41,409 0.9 36,666 0.8 △ 4,743 △ 11.5

8 地 方 特 例 交 付 金 3,706 0.1 7,846 0.2 4,140 111.7

9 地 方 交 付 税 2,183,957 46.6 2,307,412 49.1 123,455 5.7

10 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 1,615 0.0 1,382 0.0 △ 233 △ 14.4

11 分 担 金 及 び 負 担 金 43,891 0.9 41,140 0.9 △ 2,751 △ 6.3

12 使 用 料 及 び 手 数 料 95,887 2.0 94,166 2.0 △ 1,721 △ 1.8

13 国 庫 支 出 金 166,029 3.5 320,729 6.8 154,700 93.2

14 県 支 出 金 221,930 4.7 244,471 5.2 22,541 10.2

15 財 産 収 入 16,088 0.3 10,065 0.2 △ 6,023 △ 37.4

16 寄 附 金 900 0.0 2,751 0.1 1,851 205.7

17 繰 入 金 54,894 1.2 44,381 0.9 △ 10,513 △ 19.2

18 繰 越 金 77,380 1.7 84,849 1.8 7,469 9.7

19 諸 収 入 224,192 4.8 144,586 3.1 △ 79,606 △ 35.5

20 村 債 614,300 13.1 449,100 9.6 △ 165,200 △ 26.9

4,684,519 100.0 4,700,873 100.0 16,354 0.3

②歳出目的別決算額 (単位：千円）

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

1 議 会 費 62,923 1.4 59,798 1.3 △ 3,125 △ 5.0

2 総 務 費 511,253 11.1 414,489 9.2 △ 96,764 △ 18.9

3 民 生 費 715,563 15.6 756,823 16.7 41,260 5.8

4 衛 生 費 285,616 6.2 262,300 5.8 △ 23,316 △ 8.2

5 農 林 水 産 業 費 283,675 6.2 315,159 7.0 31,484 11.1

6 商 工 労 働 費 513,418 11.2 337,337 7.4 △ 176,081 △ 34.3

7 土 木 費 550,218 12.0 468,476 10.3 △ 81,742 △ 14.9

8 消 防 費 198,948 4.3 232,623 5.1 33,675 16.9

9 教 育 費 626,078 13.6 846,697 18.7 220,619 35.2

10 災 害 復 旧 費 2,266 0.0 1,113 0.0 △ 1,153 △ 50.9

11 公 債 費 849,712 18.5 833,615 18.4 △ 16,097 △ 1.9

12 諸 支 出 金 0 0.0 0 0.0 0 －

4,599,670 100.0 4,528,430 100.0 △ 71,240 △ 1.5合 計

平成19年度 平成20年度 増 減

平成19年度 平成20年度 増 減

区 分

区 分

合 計
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〔地方財政状況調査との調整〕 ＊地方財政状況調査＝通称・決算統計

総務省の地方財政状況調査数値には、次の調整を行って報告しています。 (単位:千円)

1）歳入 2）歳出(目的別) 3）歳出(性質別)

11 1 1

12 2 2

13 3 5

14 4 9

19 5 10

20 6

7

9

11

(注)各区分の合計欄の増減額の内訳は次のとおりです。

○歳入　・後期高齢者保健事業受託収入　△626千円　・過疎対策事業債(公共下水道)　△31,500千円

○歳入　・特定健康診査委託料　△626千円　・公共下水道事業特別会計繰出金　△31,500千円

③歳入決算額（地方財政状況調査報告数値) (単位:千円)

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20 △ 60,300

118,284

増 減 額

人 件 費

物 件 費

補 助 費 等

公 債 費

繰 出 金

△ 1,228

△ 826

△ 4,743

4,140

区 分

合 計

衛 生 費

教 育 費

公 債 費

合 計

区 分 調 整 額

△ 20,847

△ 626

△ 84,218

20,000

△ 5,948

△ 32,126

議 会 費

総 務 費

民 生 費

53,565

△ 32,126

調 整 額区 分

△ 1,854

23,786

△ 34,833

36,727

調 整 額

△ 63.7

△ 80.7197

△ 1,709

△ 16,269

△ 5,085

△ 19,092

農 林 水 産 業 費

商 工 労 働 費

土 木 費

増 減 率

△ 2.0

△ 3.8

8.2

△ 32,278

375

△ 15,347

△ 3,855

192

20,000

111.7

5.7

△ 14.4

△ 19.3

△ 9.8

△ 11.5

205.7

△ 19.2

9.7

△ 35.8

△ 2.0

92.4

9.5

△ 37.4

△ 12.1

2.6

123,455

△ 233

△ 1,504

△ 2,629

154,036

19,448

△ 6,023

1,851

△ 10,513

7,469

△ 79,158

構 成 比

16.2

2.1

0.1

0.0

0.0

1.2

6.9

4.8

0.8

0.2

49.4

0.0

100.0

増 減平 成 20 年 度

決 算 額

754,826

98,542

2,520

699

0.2

0.1

54,545

36,666

7,846

2,307,412

3.0

9.4

1.0

1.8

0.1

2.8

437,600

4,668,747

224,471

10,065

2,751

44,381

決 算 額 構 成 比

770,173 16.9

84,849

142,012

1,382

6,307

130,893

320,783

0.0

1,023 0.0

102,397 2.3

2,328 0.1

41,409

0.0

1.3

3,706

0.9

60,493

0.1

7,811

4.5

133,522

0.2

2,183,957

2.9

1,615

48.0

16,088

1.7

900

0.4

166,747

0.0

205,023

3.7

497,900

4.9

54,894

4,550,463

10.9

100.0

221,170

77,380

1.2

54

△ 20,000

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

△ 2,574

△ 11,500

△ 32,126

諸 収 入

村 債

合 計

1,927

平 成 19 年 度

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

村 債

村 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

繰 越 金

諸 収 入

合 計

区 分

県 支 出 金

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

交通安全対策特別交付金

分 担 金 及 び 負 担 金
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④歳出目的別決算額の財源内訳(地方財政状況調査報告数値) (単位:千円)

平成19年度平成20年度 構成比 国県支出金

使用料
手数料
負担金
寄附金

地方債 その他 一般財源 増減額 増減率

1 議 会 費 61,029 57,944 1.3 57,944 △ 3,085 △ 5.1

2 総 務 費 534,878 438,275 9.7 22,540 5,717 1,200 6,543 402,275 △ 96,603 △ 18.1

3 民 生 費 714,056 755,740 16.8 135,198 41,964 3,957 574,621 41,684 5.8

4 衛 生 費 255,452 245,405 5.5 3,593 9,431 6,900 6,697 218,784 △ 10,047 △ 3.9

5 農 林 水 産 業 費 278,635 310,074 6.9 115,872 2,994 24,200 3,543 163,465 31,439 11.3

6 商 工 労 働 費 496,662 318,245 7.1 55,156 20,000 100,902 142,187 △ 178,417 △ 35.9

7 土 木 費 420,842 436,198 9.7 26 1,768 2,315 432,089 15,356 3.6

8 消 防 費 198,947 232,623 5.2 10,472 14,800 141 207,210 33,676 16.9

9 教 育 費 635,135 847,072 18.8 235,684 2,282 224,300 42,219 342,587 211,937 33.4

10 災 害 復 旧 費 2,266 1,113 0.0 1,113 △ 1,153 △ 50.9

11 公 債 費 867,712 853,615 19.0 16,427 29,522 807,666 △ 14,097 △ 1.6

12 諸 支 出 金 0 0 0.0 0 0.0

4,465,614 4,496,304 100.0 523,385 135,739 291,400 195,839 3,349,941 30,690 0.7

0 21,869 4,212 146,200 85,468 △ 257,749

172,433 172,443

4,668,737 545,254 139,951 437,600 281,307 3,264,635

⑤歳出性質別決算額の財源内訳(地方財政状況調査報告数値) (単位:千円)

平成19年度平成20年度 構成比 国県支出金

使用料
手数料
負担金
寄附金

地方債 その他 一般財源 増減額 増減率

1 人 件 費 770,654 755,349 16.8 25,970 32,319 697,060 △ 15,305 △ 2.0

2 物 件 費 559,458 746,497 16.6 19,496 82,218 19,939 624,844 187,039 33.4

3 維 持 補 修 費 115,904 91,364 2.0 37 160 91,167 △ 24,540 △ 21.2

4 扶 助 費 174,647 171,601 3.8 90,191 4,172 77,238 △ 3,046 △ 1.7

5 補 助 費 等 515,114 323,476 7.2 20,030 2,287 1,473 299,686 △ 191,638 △ 37.2

6 公 債 費 867,712 853,615 19.0 16,427 29,522 807,666 △ 14,097 △ 1.6

7 積 立 金 128,411 6,457 0.1 2,451 3,779 227 △ 121,954 △ 95.0

8 投 資 及 び 出 資 金 0 1,200 0.0 1,200 1,200 0.0

9 貸 付 金 101,000 107,000 2.4 20,000 87,000 6,000 5.9

10 繰 出 金 540,909 609,237 13.5 32,925 194 576,118 68,328 12.6

11 普 通 建 設 事 業 費 689,539 829,395 18.4 334,773 271,400 49,600 173,622 139,856 20.3

う ち 補 助 事 業 費 343,336 544,109 12.1 322,235 218,500 3,374 200,773 58.5

う ち 単 独 事 業 費 340,238 270,787 6.0 12,538 52,900 49,600 155,749 △ 69,451 △ 20.4

う ち 県 営 事 業
負 担 金

5,965 14,499 0.3 14,499 8,534 143.1

12 災 害 復 旧 事 業 費 2,266 1,113 0.0 1,113 △ 1,153 △ 50.9

4,465,614 4,496,304 100.0 523,385 135,739 291,400 195,839 3,349,941 30,690 0.7

21,869 4,212 146,200 85,468 △ 257,749

172,443 172,443

4,668,747 545,254 139,951 437,600 281,307 3,264,635

合 計

歳入決算額

合 計

歳入振替額

歳計剰余金又は翌年度
歳入繰上充用金

歳入決算額

区 分

決 算 額 財 源 内 訳 増 減

増 減財 源 内 訳決 算 額

区 分

歳入振替額

歳計剰余金又は翌年度
歳入繰上充用金
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２．予算執行の概況 

 
平成２０年度の一般会計当初予算は、４６億４，８５０万円でしたが、途中７回の補正を行い、最終

予算の総額は当初予算を１５．０％上まわる５３億４，５００万円となりました。 

その経過は次のとおりです。 

 
第 2 表 平成 20 年度の予算措置の経過                 （単位：千円） 

 

当初・補正 議決年月日等 予算額 左のうち一般財

源 

備考 

当初 

補正 1号 

補正 2号 

補正 3号 

補正 4号 

補正 5号 

補正 6号 

補正 7号 

H20. 3.21 

H20. 6.19  

H20. 7.17 

H20. 9.19 

H20.12.19 

H21. 2.17 

H21. 3.10 

H21. 3.31 専決 

4,648,500

71,300

1,330

20,870

414,000

278,300

△3,600

△85,700

3,374,019

26,641

1,330

15,821

      38,194 

23,000

5,058

25,067

  
予算総額 5,345,000 千円のうち

419,007 千円をＨ21 年度へ継

続 費 と し て 逓 次 繰 越 し 、

297,880 千円を繰越明許費とし

て繰越しています。 
 
 

計 5,345,000 3,509,130  

19 年度繰越明許費 9,600 9,600  

合        計 5,354,600 3,518,730  

20 年度繰越明許費・継

続費 

(H21 年度へ繰越) 

716,887 61,352  

 

出納閉鎖後に確定した一般会計の決算額は、 

歳 入 ４７億８７万３千円（前年度４６億８，４５１万９千円） 

歳 出 ４５億２，８４３万円（前年度４５億９，９６７万円） 

で、前年度と比べると歳入は０．３％（１，６３５万４千円）増加し、歳出は１．６％（７１２万４千円）減少

しました。 

 
３．歳入の状況（地方財政状況調査報告数値で説明） 
 
（1）概 況 

平成 20 年度の歳入決算額の内訳をみますと、地方交付税が 23 億 741 万 2 千円で全体の

49.4％を占め第 1 位、第 2 位は村税で 16.2％、そして村債が 9.4％で第 3 位となっています。 

村税などの自主財源は 11 億 7,608 万 4 千円で、前年度より 1 億 585 万 4 千円（8.3％）の減

少となりました。 

歳入決算額に占める自主財源の割合は前年度 28.3％でしたが、平成 20 年度は 25.2％で 3.0

ポイント減りました。これは、村税が 1,534 万 7 千円（2.0％）減少したほか、スキー場現状回復費

受入などの諸収入が 7,915 万 8 千円（35.8％）減少したためです。 

なお、一般財源総額は地方交付税が増えたことで、1.8％増の 35 億 2,238 万 4 千円となりまし

た。 
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第 3 表 自主財源等の状況（地方財政状況調査報告数値）                （単位：千円） 

平成19年度 平成20年度 増減額 増減率
決算額
構成比

村 税 770,173 754,826 △ 15,347 △ 2.0 16.2
分 担 金 及 び 負 担 金 7,811 6,307 △ 1,504 △ 19.3 0.1
使 用 料 及 び 手 数 料 133,522 130,893 △ 2,629 △ 2.0 2.8
財 産 収 入 16,088 10,065 △ 6,023 △ 37.4 0.2
寄 附 金 900 2,751 1,851 205.7 0.1
繰 入 金 54,894 44,381 △ 10,513 △ 19.2 0.9
繰 越 金 77,380 84,849 7,469 9.7 1.8
諸 収 入 221,170 142,012 △ 79,158 △ 35.8 3.0

合  計 1,281,938 1,176,084 △ 105,854 △ 8.3 25.1
地 方 交 付 税 2,183,957 2,307,412 123,455 5.7 49.4
国 庫 支 出 金 166,747 320,783 154,036 92.4 6.9
県 支 出 金 205,023 224,471 19,448 9.5 4.8
地 方 譲 与 税 等 214,898 202,397 △ 12,501 △ 5.8 4.4
村 債 497,900 437,600 △ 60,300 △ 12.1 9.4

合  計 3,268,525 3,492,663 224,138 6.9 74.9

区　　分

自主財源

依存財源

 

 

第 4 表 一般財源の推移（地方財政状況調査報告数値）                  （単位：千円） 

増減額 増減率

村 税 766,054 746,935 733,679 729,240 770,173 754,826 △ 15,347 △ 2.0
地 方 譲 与 税 103,116 122,859 133,709 154,033 102,397 98,542 △ 3,855 △ 3.8
地方消費税交付 61,611 67,888 62,471 63,348 60,493 54,545 △ 5,948 △ 9.8
自動車取得税交付金 43,169 46,291 45,575 45,580 41,409 36,666 △ 4,743 △ 11.5
地 方 交 付 税 2,247,538 2,167,944 2,180,443 2,107,574 2,183,957 2,307,412 123,455 5.7
繰 入 金 32,489 11,231 16,057 22,387 53,845 3,218 △ 50,627 △ 94.0
繰 越 金 57,442 69,461 91,997 67,272 65,812 75,249 9,437 14.3
減 税 補 て ん 債 5,400 4,900 5,000 3,500 0 0 0 0.0
臨時財政対策債 369,600 251,500 194,600 172,100 156,100 146,200 △ 9,900 △ 6.3
そ の 他 72,512 32,322 39,723 40,482 26,096 45,726 19,630 75.2

合  計 3,758,931 3,521,331 3,503,254 3,405,516 3,460,282 3,522,384 62,102 1.8

対前年度増減
区分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

 

 

第 5 表 地方交付税の推移                                      (単位：千円) 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 表 村税の推移                                          （単位：千円） 

増減額 増減率

村民税 148,317 143,153 147,021 162,006 215,926 215,797 △ 129 △ 0.1

固定資産税 542,088 528,955 514,180 495,153 484,750 473,456 △ 11,294 △ 2.3

入湯税 21,525 19,898 19,818 19,874 18,753 18,145 △ 608 △ 3.2

その他の税 54,124 54,929 52,660 52,207 50,744 47,428 △ 3,316 △ 6.5

合  計 766,054 746,935 733,679 729,240 770,173 754,826 △ 15,347 △ 2.0

増減
区分 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

年度 基準財政需要額 基準財政収入額 交付基準額 調整額 普通交付税 増減率 特別交付税 増減率

15 2,795,302 759,569 2,035,733 5,313 2,030,420 △ 4.5 217 ,118 △  11.2

16 2,717,235 761,694 1,955,541 0 1,955,541 △ 3.7 212 ,403 △ 2.2

17 2,812,409 765,608 2,046,801 0 2,046,801 4.7 133 ,642 △  37.1

18 2,764,049 788,456 1,975,593 0 1,975,593 △ 3.5 131 ,981 △ 1.2

19 2,840,958 779,164 2,061,794 4,859 2,056,935 4.1 127 ,022 △ 3.8

20 2,923,271 750,993 2,172,278 1,282 2,170,996 5.5 136 ,416 7.4
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（２）歳入決算額に現れた特徴点（対前年度 10％以上の増減があったもの） 

（単位：千円） 

区分 
対前年度 

増減額 
増減率 増減の主な原因 

各種交付金 △11,171 △10.4 ・自動車取得税交付金（⑲41,409⇒⑳36,666） 

・地方消費税交付金△5,948（⑲60,493⇒⑳54,545） 

地 方 特例 交付 金

等 

4,140 111.7 ・減収補てん特例交付金 2,821（皆増） 

・地方税等減収補てん臨時交付金 1,484（皆増） 

国庫支出金 154,036 92.4 ・統合小学校建設事業関係 232,022（皆増） 

・中学校耐震補強・大規模改修事業関係 △98,160（皆減） 

繰入金 △10,513 △19.2 ・老人保健特別会計過年度精算繰入△50,802（⑲52,645⇒⑳1,843） 

・教育施設整備基金繰入 ４０，０００（皆増） 

その他(主なもの)  ・スキー場現状回復費受入（諸収入） △75,000（皆減） 
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４．歳出の状況（地方財政状況調査報告数値で説明） 

 

（1）目的別決算の状況 

目的別決算額では、公債費が 8 億 5,361 万 5 千円で全体の 19.0％を占め第 1 位、教育費が第

2 位で 18.8％、そして第 3 位が民生費で 16.8％、以下、総務費、土木費、商工労働費、農林水産

業費、衛生費の順となっています。 

なお、前年度比で増減が大幅な費目は次のとおりです。 

教育費は、統合小学校建設事業等によって 33.4%（2 億 1,193 万 7 千円）が増えています。 

災害復旧費は、該当事業が大幅に減ったため 50.9％（115 万 3 千円）、商工労働費は道の駅

周辺整備事業の終了などによって 35.9%（1 億 7,841 万 7 千円）、総務費は携帯電話中継局整

備事業の終了や財政調整基金などの積み立てがなかったことによって 18.1%（9,660 万 3 千円）、

それぞれ減額となりました。 

 

（2）性質別決算の状況 

性質別決算額では、公債費が全体の 19.0％を占め第 1 位、第 2 位が普通建設事業費で

18.4％、第 3 位が人件費で 16.8％の順となっています。義務的経費は、1.8％（3,244 万 8 千円）

の減となりました。人件費は退職者の不補充等で抑えました。 

投資的経費のうち普通建設事業費は、統合小学校建設事業などによって 20.3％（1 億 3,985

万 6 千円）の増額となりました。 

物件費は 33.4％（1 億 8,703 万 9 千円）の大幅増となり、補助費等は 37.2％（1 億 9,163 万 8

千円）の大幅減となりました。これは、岩船地域広域事務組合で処理していた事務経費等（村か

らは補助費等として負担金を支出）が、組合解散によって村上市への委託（物件費として支出）

になったことによります。 

繰出金は、12.6％（6,832 万 8 千円）の増となりました。公債費に係る分として公共下水道事業

特別会計繰出金が 4,316 万円、農業集落排水特別会計繰出金が 1,015 万 1 千円、それぞれ増

えています。また、高齢者医療制度の改正によって、後期高齢者医療事業会計へ新たに 9,323

万 6 千円を繰出しています。 

 

第 7 表 性質別経費の状況（地方財政状況調査報告数値）                （単位:千円） 

平成19年度 平成20年度 増減額 増減率 決算額構成比

1,813,013 1,780,565 △ 32,448 △ 1.8 39.6

770,654 755,349 △ 15,305 △ 2.0 16.8

174,647 171,601 △ 3,046 △ 1.7 3.8

867,712 853,615 △ 14,097 △ 1.6 19.0

691,805 830,508 138,703 20.0 18.5

689,539 829,395 139,856 20.3 18.4

うち補助事業費 343,336 544,109 200,773 58.5 12.1

うち単独事業費 340,238 270,787 △ 69,451 △ 20.4 6.0

うち県営事業負担金 5,965 14,499 8,534 143.1 0.3

2,266 1,113 △ 1,153 △ 50.9 0.0

1,960,796 1,885,231 △ 75,565 △ 3.9 41.9

559,458 746,497 187,039 33.4 16.6

515,114 323,476 △ 191,638 △ 37.2 7.2

540,909 609,237 68,328 12.6 13.6

4,465,614 4,496,304 △ 30,690 0.7 100.0

その他の経費

うち災害復旧事業費

歳出合計

うち物件費

うち補助費等

うち繰出金

うち公債費

うち普通建設事業費

区分

義務的経費

うち人件費

うち扶助費

投資的経費
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第 8 表 人件費の内訳（地方財政状況調査報告数値）                  （単位：千円）         

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 
対前年度

増減率 

1.議員報酬手当 38,806 38,173 38,713 33,057 31,479 △4.8

2.委員等報酬 32,779 33,105 28,426 27,877 27,108 △2.8

3.村長、副村長（助役）、 

教育長給与 
27,475 28,770 27,632 25,675 25,537 △0.5

4.職員給 509,490 510,712 504,222 507,366 495,011 △2.4

5.共済組合負担金 93,288 96,715 99,323 99,696 100,442 0.7

6.退職手当組合負担金 76,712 74,445 76,144 76,400 75,207 △1.6

7.公務災害補償基金負担金 563 545 597 583 565 △3.1

合 計 779,113 782,465 775,057 770,654 755,349 △2.0

 

第 9 表 物件費の内訳（地方財政状況調査報告数値）                      (単位：千円) 

 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 
対前年度 

増減率 

1.賃金 43,406 38,574 47,405 42,338 53,548 26.5

2.旅費 10,078 9,297 7,558 7,637 7,109 △6.9

3.交際費 1,047 857 755 933 688 △26.3

4.需用費 132,279 139,931 121,252 109,188 113,497 3.9

5.役務費 27,344 26,339 25,878 22,880 21,526 △5.9

6.備品購入費 46,352 22,264 11,363 13,967 12,385 △11.3

7.委託費 394,345 364,471 316,585 316,774 488,346 54.2

8.その他 71,350 57,548 53,744 45,741 49,398 8.0

合 計 726,201 659,281 584,540 559,458 746,497 33.4

 

第 10 表 補助費等の状況（地方財政状況調査報告数値）                   (単位：千円) 

区  分 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 
対前年度 

増減率 

1.一部事務組合負担金 281,443 275,555 273,210 278,762 39,220 △85.9

2．一部事務組合以外の 

負担金 
23,356 27,173 21,975 22,550 75,381 234.3

3.補助交付金 170,117 160,343 162,724 159,927 150,764 △5.7

4.その他 52,390 68,237 65,607 53,875 58,111 7.9

合 計 527,306 529,308 523,516 515,114 323,476 △37.2

 

第 11 表 村が単独で行う補助交付金（地方財政状況調査報告数値）            (単位：千円) 

区  分 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 
対前年度 

増減率 

1.総務関係 34,493 32,560 31,108 29,224 24,383 △16.6

2.民生関係 46,880 34,756 38,840 39,890 36,140 △9.4

3.衛生関係 3,245 2,082 1,969 1,883 1,888 0.3

4.農林水産業関係 14,712 17,029 12,463 14,052 24,201 72.2

5.商工労働関係 22,694 29,412 31,272 32,894 32,183 △2.2

6.土木関係 2,034 1,332 802 465 265 △43.0

7.教育関係 9,688 6,925 8,080 5,809 9,611 65.5

8.その他 1,200 1,543 1,173 651 762 17.1

合 計 134,946 125,639 125,707 124,868 129,433 3.7
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第 12 表 普通建設事業等の状況（地方財政状況調査報告数値）             (単位：千円) 

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 対前年度
増減率％

1,207,663 432,784 616,290 689,539 829,395 20.3

補 助 事 業 441,903 94,461 193,513 343,336 544,109 58.5

単 独 事 業 736,558 312,466 411,315 340,238 270,787 △ 20.4

県営事業負担金 29,202 25,857 11,462 5,965 14,499 143.1

受 託 事 業 費

245,642 214,351 28,993 2,266 1,113 △ 50.9

補 助 事 業 169,081 198,039 28,279 1,362 0 △ 100.0

単 独 事 業 76,561 16,312 714 904 1,113 23.1

1,453,305 647,135 645,283 691,805 830,508 20.0

区     分

災 害 復 旧 事 業

合  計

普 通 建 設 事 業

 

 

第 13 表 特別会計への繰出金の状況（地方財政状況調査報告数値）          （単位：千円） 

区　分 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
対前年度
増減率％

国民健康保険会計 54,697 63,407 62,515 64,144 55,055 △ 14.2

関 川 診 療 所 会 計 3,569 0 0 0 0 0.0

老 人 保 健 会 計 69,734 84,821 119,530 76,120 6,530 △ 91.4

後期高齢者医療事業会計 - - - - 93,236 皆増

介 護 保 険 会 計 103,109 103,980 118,716 117,821 127,755 8.4

村 有 温 泉 会 計 0 0 0 0 0 0.0

宅 地 等 造 成 会 計 1,277 1,243 1,354 1,321 1,435 8.6

簡 易 水 道 会 計 22,282 25,884 24,106 28,745 19,665 △ 31.6

公 共 下 水 道 会 計 201,514 241,742 162,712 233,440 276,600 18.5

農業集落排水会計 168 24,480 6,443 18,616 28,767 54.5

合    計 456,350 545,557 495,376 540,207 609,043 12.7

 

第 14 表 公営企業会計繰出金の状況 

（地方財政状況調査・公営企業決算統計調査報告数値）                 （単位：千円） 

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度
対前年度
増減率％

7,800 39,600 3,015 369 0 △ 100.0

うち安全対策事業出資金 7,800 39,600 2,700 0 0 0.0

2,775 21,288 20,385 18,422 17,507 △ 5.0

うち基礎年金拠出金に係る公的
資金に要する経費 0 117 126 0 0 0.0

うち児童手当に要する経費 0 0 0 0 0 0.0

10,575 60,888 23,400 18,791 17,507 △ 6.8

資本的収支に計上された繰出金

区分

収益的収支に計上された繰出金

合　　　計
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５ 財務内容の分析 

（1）健全化判断比率 

    地方公共団体の財政の健全化に資することを目的に、「地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律」が平成 19年 6月に施行されました。これを受け、村では従来の実質公債費比率に加

え、実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率の 4 つの比率を算定しました。いずれ

も、国が示す基準比率を下回っており、法律に基づく財政再生計画等を策定する状況にはあ

りません。 

 

  ①実質赤字比率 

    一般会計を対象とした実質赤字の標準財政規模に対する比率。一般会計は黒字決算されて

おり、該当ありません。 

 

  ②連結実質赤字比率 

    一般会計のほか、すべての特別会計を含んだ実質赤字又は資金不足額の標準財政規模に対

する比率。いずれの会計も黒字決算されており、該当ありません。 

 

  ③実質公債費比率 

    村が負担する公債費の元利償還金等の標準財政規模に対する比率の 3カ年平均。村の全会計 

のほか、一部事務組合等が起こした公債費の償還に充てたものも含めて算定したものです。 

事業実施によって起債額が大きくなっている下水道事業会計などの特別会計繰出金も算出

基礎に算入されるため、15.8％と比較的高くなっています。平成 18年度からは、下水道資本

費平準化債を活用して一般会計繰出金を抑えています。 

なお、この比率は、平成 18 年度からの地方債協議制度移行に伴い、地方債の信用維持等の

観点からも用いられています。 

 

第 15 表 実質公債費比率 

 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 

実質公債費比率 
単 年 度 15.9 15.9 15.5 

３ヵ年平均 16.8 16.8 15.8 

18.0 以上になると起債の許可が必要。25.0 以上になると財政健全化計画と策定が必要。 

35.0 以上になると財政再生計画の策定が必要となる。 

 

④将来負担比率   

    村が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率で、平成 20 年度は 40.4％

となりました。これは、村全会計の公債費残高と基金残高、債務負担行為に基づく将来負担

などから算定したものです。村が出資している自然環境管理公社や一部事務組合等への公債

費の将来負担のほか、全職員の退職手当等も加味されています。 

  公債費の残高は 53 億円余りありますが、交付税算入率が高いため将来負担は低く抑えられ

ています。また、第三セクターへの債務補償も含まれますが、自然環境管理公社分は皆無で

す。 

    なお、350.0％以上になると財政健全化計画の策定などが必要とされています。 
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（2）財政力指数 

全国的にみて標準的な行政を行うための経費と、それを賄うために用意できる標準税率での

収入の比較を財政力指数といいます。本村は県平均を下回っており、かなり低い状態にありま

す。 

第 16 表 財政力指数 

 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 県平均（19 年度）

単年度指数 0.272 0.285 0.274 0.257 － 

過去３ヵ年平均 0.274 0.279 0.277 0.272 0.545 

 

(3) 公債費比率等 

地方債発行額の増に伴って公債費比率も平成 15 年度にピークを迎えましたが、平成 20 年度

は元利償還金の額が前年度と比較して約 1,400 万円減額となったことにより、1.2 ポイント低

い 12.4％となりました。 

第 17 表 公債費比率 

区    分 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 

公債費比率 関川村 15.4 14.8 13.6 12.4 

県平均 14.7 14.2 13.5 － 

起債制限比率 
過去 3 ヵ年平均 

関川村 12.0 11.6 11.3 10.5 

県平均 10.9 10.9 10.6 － 

 

 (4)経常収支比率 

経常収支比率は、経常一般財源に占める経常経費に充てた一般財源の割合で、財政構造の弾

力性を測る指数です。下水道特別会計への繰出基準の見直し等によって経常経費が増えていま

すが、20 年度は分母となる普通交付税の経常一般財源が増加し、前年度よりも改善されました。 

第 18 表 経常収支比率の推移                                            （単位：千円） 

17年度 18年度 19年度 20年度

経 常 的 収 入 A 3,366,650 3,292,862 3,375,677 3,462,286

経 常 的 経 費 B 3,170,204 3,186,214 3,252,213 3,259,892

経 常 的 一 般 財 源 C 3,050,187 2,990,581 3,049,845 3,135,072

経常的経費に充てた一般財源 D 2,804,325 2,851,089 2,907,381 2,911,614

経 常 的 一 般 財 源 の 余剰 C-D 245,862 139,492 142,464 223,458

(91.9) (95.3) (96.5) (92.9)

86.3 90.0 91.8 88.7
(95.6) (97.3) (98.9) (85.2)

89.3 91.6 93.8 81.2
経 常 収 支 比 率 の

県 平 均 ％

( -)

87.4

( -)

88.4

(－）

91.3

（参考）普通地方交付税 2,046,801 1,975,593 2,056,935 2,170,996

　　　　臨時財政対策債 194,600 172,100 156,100 146,200

　　　　減税補てん債 5,000 3,500 0 0

合      計 2,246,401 2,151,193 2,213,035 2,317,196

区         分

経 常 収 支 比 率 ％ D/C

経 常 収 支 比 率 の
岩船地域平均（単純） ％

 
※ 経常収支比率の( )書き数値は、減税補てん債及び臨時財政対策債を経常一般財源等から除いた数値 
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第 19 表 費目別経常収支比率の推移（端数調整しない）                  （単位：千円） 

17年度 18年度 19年度 20年度

1 人 件 費 22.4 ％ 23.1 ％ 22.4 ％ 21.2 ％ 26.3 ％

2 物 件 費 12.0 11.9 10.8 16.6 13.4

3 維 持 補 修 費 3.4 2.4 3.6 2.8 3.1

4 扶 助 費 2.3 2.5 2.4 2.4 4.8

5 補 助 費 等 11.0 11.9 11.7 6.0 11.0

6 公 債 費 26.2 26.0 25.6 24.6 20.2

7 繰 出 金 8.9 12.2 14.2 15.1 12.3

86.3 90.0 91.8 88.7 91.1計

19年度県平均区    分

 


